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3. おわりに
産業と産業人口が工業都市あるいは特定地域に集積することによって生ずる社会的不利
益のうち，市民の健康問題についてはすでに前号において考察した。本号では，バーロー
報告が指摘した社会的不利益のうち，住宅供給，開発計画，地方自治体地域， レクリエー
ション，産業公害，都市あるいは地域の工業的性格とのかかわり，社会的不利益について
留意すべき考慮事項，首都ロンドン固有の問題，社会的不利益についての総括等を取り上
げ，同報告がこれらの問題点をどのように認識し対策を提言しているかを項目を追って訳
出し紹介したい。紹介に先立って概要を示すとおよそ次の通りである。
先ず住宅供給については，産業革命に伴って起った大都市における工業と工業人口の集
積は住宅需要の急激な増加を招いた。その需要を満たすための住宅建設は，公的規制がな
く無計画に行われたため，スラムに代表される住工混在の不良過密住宅地域を形成した。
しかし，近年の住宅供給には幾つかの特徴がみられることを指摘する。第ーは新規住宅の大
量供給，とりわけ国家援助による地方自治体の住宅供給が，建蔽率規制と公共オープン・
スペースの保存等によって過密の不利益を排除しつつあることである。第二は住宅建設の
郊外への拡大である。郊外の住宅団地は既成過密地域より住環境は優れているが，住宅開
89 
218 繭西大學「継清論集」第33巻第2号
発と工業開発の不調整，コミュニティ・ライフの欠如，長距離通勤，多額の交通費負担，
食費・家賃・地価の高騰など深刻な問題を現出している。第三は中心地の再開発である。
地方当局の住宅建設はスラム撤去や過密排除に重点をおき中心地再開発に向けて行われ，
その方式は従来の水平方式に代って垂直方式（中高層住宅）を採用しているが，一戸建住宅
に比較して幽閉感，プライバシーの確保，児童の安全性に問題のあることを指摘している。
開発計画については，都市農村計画法 (1932年）が制定されるまでは郊外の開発も既成
市街地の再開発も共に無規制であったこと，および行政単位を越える都市の拡大に対して
都市域全体をカバーする統一的開発主体の欠如が批判される。地方自治体地域について
は，地方自治体の境界を越えて拡大した大都市圏内部で各自治体の機能が輻綾し，利害対
立が生じたり政策に効率を欠く場合が少なくない点を指摘している。レクリエーションに
ついては，これまで大工業都市の建設は中心部における公共オープン・スペースの保存を
考慮せずに行われてきた。現在では地価高騰のため，オープン・スペース不足の解消は財
政的に極めて困難である点を強調している。
煤煙と騒音は，これらが人間の心身両面の健康に与える悪影響を指摘し，煤煙は呼吸器
疾患や交通事故，騒音は睡眠防害や聴力の減退，神経衰弱，ひいては生産効率の低下を招
いていること，とりわけ乳幼児の発育を阻害する点は重大であると強調する。都市あるい
は地域の工業的性格の影響は重工業や織物工業の集積が大気汚染を通じて，また失業およ
び不安定な雇用が生活水準を極度に引き下げることによって，当該地方の健康水準の低下
を招いていると述べている。若干の＿般的考慮事項では産業と産業人口の集積の不利益を
正当に評価するためには集積の利益についても考慮しなければならないと述ぺ，集積の利
益として，大都市では財政規模が大きく社会的サービス，例えば電気・ガス供給，汚水処
理，給水，ごみ回収等の普及や，教育・文化水準の高いことを指摘している。次いでロン
ドンを取り上げ，イギリスの首都として持つ各種集積利益と巨大都市としての不利益を比
較考量している。
最後に， 社会的不利益に関する＿般的結論においては社会的不利益の総括を行ってい
る。報告書の一般的結論は，計画の欠如・無計画こそが社会的不利益の最大要因であり，
優れた計画導入の必要性を強調している。そして今日では計画策定によって不利益が緩和
されつつあること，また将来計画としては(1)過密都市の再開発， (2)産業と産業人口の地方
分散， (3)過大都市化の防止を提示して第5章を結んでいる。以下拙訳ではあるが報告書の
内容をご紹介しよう。
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住宅供給
〔132〕 産業革命に伴って起った大都市における工業の集積は工業人口の同様な集積を促
した。新規工場は大量かつ不断に増加する労働者数を必要とした。工業諸都市の人口は，
移民と死亡を上回る出生という二つの要因によって，急激に増加した。膨大な数の追加住
宅が，膨張する人口を収容するために必要とされた。住宅建設は殆んどあるいはまった＜
公的規制を受けていなかった。住宅を必要とする人びとは職場へ規則正しくかつ時間通り
に通勤し，長時間にわたって働かねばならなかった。その必然的結果として，住宅は工場
のごく近くに密集して詰込まれることになった。敷地に住宅を詰込むのに作用したのと同
じ要因が，住宅内部においても人々の混雑を惹き起した。住宅，工場およびその他の工業
施設が無計画に混在した；工場から排出される煤煙や騒音が大衆の健康に悪い影響を及ぼ
すという事実は無視された。また建築は快適なアメニティやレクリエーションのための空
間openspaceを保持する必要性を無視して進められた。要するに都市計画は存在しなか
ったのである。大都市やコナーベーションの衛生状態の記録が最も悪かったのは，不良建
築でかつ密集した住宅からなる無計画地域においてであった94)。
〔133〕現代の都市開発は，過密住宅の不利益から大幅に解放されてきている。地方自治
体municipalitiesは国からの財政援助によって住宅の大量供給者になっており，そして上
述したように，長年にわたって 1エーカーあたり 12戸が国家助成住宅の稲密度に適用され
る一般的上限になっていた。家屋内での居住者の混雑が厳しく非難さ・れている。新たな混
雑の発生が法律によって禁止され，地方当局は既存の混雑を緩和し救済する目的で住宅を
供給しはじめた。同時により啓発的な見解が取り上げられ、公共空間publicopen space 
に対するコミュニティの差し迫った要求について，これまで以上に大きな展望が具体化さ
れている。さらに，工業生産過程における電気やガスの利用，および改善された石炭利用
方法の導入によって，煤煙による大気汚染は古い過密中心地におけるよりも少なかった。
そのうえ，現在発生しているこうした汚染は，開発がこれまでよりも広々と行われるため
に，それほど集中的ではない。そしてこうした開発は同様に，住宅と工場の密集に内在す
る一層大きな騒音からコミュニティを守るには確かに有益であるはずである。これらすべ
ての要因が， 多かれ少なかれ，それらの工業都市の古く過密で無計画な中心地に比較し
て，工業都市の外周部の都市域のより優れた健康状態の経験に貢献していることは，疑う
余地がないであろう。
94)前掲書
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全般的進歩
〔134〕 イギリスの住宅供給の大部分は最近の建設によるものである。家賃規制法 Rent
Restrictions Actsに関する1937年の部局間委員会 Inter-DepartmentalCommitteeの・
報告で示された推定によると， 1937年にイギリスには約8,116,-000戸の戦前の住宅が存在
していた95)。戦争中に建設された住宅は比較的わずかであった。そして1919年1月1日か
ら1939年3月31日までに供給された住宅の数は以下に示したとおりである。
第8表
地方自治体当局が供給したもの
国家援助によって私的企業が供給したもの
国家援助なしに私的企業が供給したもの
合 計
I~ とな多;~ルズIスコットランド
1,112,505 212,866' 
430,327 43,067 
2,449,216 61,444 
I . 3,992.048 1 317. s11 
これらの数値から，イギリスの住宅の3分の1以上が過去20年以内に建設されたもので
あるといえよう。
〔135〕 国家や地方当局が住宅問題の解決に向けて果した貢献は，公的基金に大きな負担
を求めたことである。 1935-6会計年度末には，地方当局の住宅に関する末償還の総貸付
負債残高は631,900,000ボンドであった。その年の地方当局の収入勘定における住宅支出
は45,600,000ポンドで，そのうち35,900,000ボンドが貸付金として計上されていた。地
方当局は，住宅収入として家賃や手数料等から25,450,000ボンド，そして国庫補助金の形
で16,050,000ボンド，その合計41,500,000ボンドを受け取っているが，その結果当年度は
4,100,000ボンドの金額が依然として地方税収入から充当されることになっていた96)0 
• 郊外への拡大
〔136〕 都市人口が必要とするのを充たすため新たな住宅供給をおこなうのに，都市にと
って当然の場所は既成市街地 built-upareasの郊外にある。そして第1次大戦以後に建
95)勅令書 5621, pars. 33-35. 
96)示された数値は，ィングランドおよびウェールズにおいては1936年3月31日に終る会
計年度，そしてスコットランドにおいては1936年5月15日に終る会計年度の数字の総
計である；
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築された住宅の殆んどが，私的企業によって供給されたものであれ地方自治体によって供
給されたものであれ，そのような場所に配置されてきた。・すでに指摘されたように，郊外
の開発は，住民の肉体的健康に関するかぎり，過去の密集した開発よりも有益な方法で行
われてきた。にもかかわらず，その開発は重大な欠陥に苦悩しているといえよう。しばし
ば住宅建設はゆきあたりばったりなやり方で．しかも恐らくは地方自治体の境界を越える
としても1日都市の単なる延長として推進されてきた。一般に住宅建設は，教会や礼拝堂，
学校，図書館および公共の集会所など，およそそれらがなければ言葉の完全な意味での健
全な工業社会がほとんど存立できないような，地域社会の建物やサービスの供給を，遥か
に上回っていた。住宅開発を工業開発と調整したり，また逆に工業開発を住宅開発と調整
するような，何らかの慎重な試みが地方当局によってなされた例はほとんどなかった。
つまり，住宅と工業がたまたま相互に満足な関係のもとで開発されたような場合には，
これは概して計画というよりは幸運の問題であった。このような記述に対する極めて希な
例外としては，付録資料皿で述べられているように，リバプール市当局とマンチェスター
市当局が，それぞれスペック Spekeとウィゼンショウ Wythenshaweに設立した都市
単位 urbanunitsがある。
〔137〕 住宅供給と工業の相互連関が一般に欠如していることおよび地域社会サービスの
提供が遅れていることを別にすれば，この郊外への拡大は，しばしば彼等がそこに生れ育
ち，その友達が生活を送っており，そして彼等の利害関係が主として集中している地区お
よびその周辺地域から，成年男子，婦人および児童が移動することによって生じたもので
ある。彼等は自分達のもとの古い家から，殆んどあるいは全くコミュニティ・ライフを持
たず，コミュニティ・ライフの成長を促す施設を欠いた大規模住宅団地へ何マイルも移動
するであろう。そしてもしその団地が，単に人口だけは有する単一階級のための住宅で構
成されるならば，十分かつ健康的なコミュニティ・ライフの成長はほとんど不可能である
といえよう。
主婦は，自分がもと住んでいた古い地区におけるよりも，食物その他の家庭必需品に対
して高い価格を支払わねばならないことにしばしば気付いている。その家族が所有する，
以前より優れた住宅施設は，家賃あるいは類似の支払いにおいてもより高い費用がかかる
かも知れない97)。
97)しかしながら，市営住宅の場合には法律の条項が存在し，それによって借家人の資力
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〔138〕 同時に，郊外の住宅開発により都市のこうした拡大が進行するにつれて，産業活
動（とりわけ非製造業および商業といった種類の）が拡大し，中心地域ではより多くの人
々に雇用を提供してきた。郊外地域で居住するために移って行った人々はより優れた住宅
に住む利益を確保した反面，．彼等はしばしば都市の中心地域にある職場への毎日の長距離
通勤ーー混雑した，疲労させるそして実際に不健康な条件のもとで行われなければならな
いであろう一ーの犠牲に甘んじてきた，というのが一般的な結果である。ロンドン旅客輸
送庁 LondonPassenger Transport Boardが現在管理しているグレーター・ロンドン
の鉄道による一旅客通勤あたりの平均乗車距離は， 192婢こにおける 3.9マイルから1932年
の4.44マイルヘ増加した。もつと広範囲のロンドン旅客輸送地域 LondonPassenger 
Transport Areaでは， 1935-6年における一旅客通勤あたりの平均乗車距離は4.5マイ
ルであった98)。ロンドン旅客輸送地域内の公共輸送機関による交通費支出は一家族あたり
年間約15ボンド，いいかえればロンドンにおける労働者階級家族の平均所得の約8%と推
定されてきた99)。バーミンガムにおいては， 1936年に交通費は年間一家族あたり平均で8
ボンド17シリングの支出に相当するといわれている100)。 ウィゼンショウやスペックの場
合でさえ，そこに住む産業人口の殆んどがマンチェスターやリバフ゜ールの中心地域で雇用
されている。
〔139〕 そのうえ，無計画な郊外への拡大による不利益な結果は，郊外の居住者に限られ
るものではない。都市が大きく成長すればするほど，中心地域へ集中する交通量は大きく
なり一ー特別な対策を欠いていたため—， そして中心地域の地価は高くなる傾向にあ
る。交通混雑は一層激しくなり，そして中心地の無計画性から生じた欠陥一一不適当な道
路やオープン・スペースの不足のようなー一の救済は地価の騰貴によってますます困難に
なっている。同時に，田園地帯は中心地の住民からますます遠くなり，健康や一般的幸福
のために最も望ましい一ー事実ある人々は必要不可欠と云うだろう一田園への接近はま
すます困難になる。現在の改善された交通機関によって，中心地域の住民の広々とした農
村への接近が促進されてきたが，それは，関係する大多数の人々が余裕のない時間と資金
が彼の住宅の通常家賃を支弁するには十分でない場合，その借家人に対して家賃の割
引が認められるかも知れない。この条項についてはその利用者が多い。
98)ロンドン旅客輸送庁， p.371. 
99)前掲書 p.357, par. 7, 証拠資料「E」。運賃等級・については証拠資料「I」を参照。
100)田園都市協会 p.742, par. 42. 
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を費やすことによってのみ実現したというのが真実である。
中心地の再開発
〔140〕 最近の10年間，地方当局の住宅供給活動は主にスラムや過密の特殊問題の救済に
向けられてきた。都市生活に関するこれらの汚点を除去することや，都市の古くて過密の
中心地域の生活条件を改善することに多くの前進がみられた。イングランドとウェールズ
の地方自治体によって立案されたスラム撤去計画のもとで，約472,000の家屋が取り壊さ
れる予定であった。 1938年の12月末までに， 225,000の不良家屋が取り壊され，これに代
って262,000の代替住宅が完成し，ほかに 53,000の住宅が建設中であった。スコットラン
ドでは70,000の不良住宅が 1930-8年の間に取り壊されたが， なお入居中の別の住宅約
66,000戸が居住するには不適当である。
〔141). 1935年の住宅法 HousingAct第1条を実行するに当って， 1936年にイングラン
ドとウェールズで行った過密調査の時には， 342,000の住宅が過密であった。スコットラ
ンドではその状態はより遥かに悪く，過密住宅の数は259,000戸であった。多くの地方当
局は，過密を軽減するために住宅の建設をはじめた。
〔142〕 保健省およびスコットランド保健局が委員会に提出した見積書によれば，スラム
と過密を救うためになお必要とする新たな住宅の数は次のとおりである。
第9表
イングランドおよびウェールズ …………… 
スコットランド ・・・．．．．．．．．．．．．．．．．
合 計
必要とされる推定住宅数
300,000 
230,000 
530,000 
これらの数字は，人口増加やより高い生活水準のための需要によって必要とされる新た
な住宅を含んでいない。今後数年間，これらの要求を満たすための新たな住宅の供給は，
住宅事情を左右する重要な要因になるであろう。しかしながら，現在の見通しでは恐らく
起ると考えられるが，もし人口が減少するかあるいは静止状態に到達しさえすれば，その
必要の程度は減少するであろう。だがしかし，そうこうするうちに，都市の古い地区のま
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すます多く＇の住宅が，建替えを必要とする年数と状態に到達することになるとみてよい。
〔143〕多くの場合，不良・過密住宅から移転した人びと！士，もとの古い住宅の場所に再
び居住することによって中心地域に滞留している。たとえ悪い住宅事情が改善されるとし
ても，現実的な今一つの方法は住民を都市の外縁部の住宅へ移転させることである，とい
うこの方向を支持して，多くの説得力をもった議論が展開されよう。中心地域は公共のサ
ービスや施設を備えており，これらは，若し・大多数の人口が他地域へ移動するならば，多
かれ少なかれ余分なものとなるだろう。そのうえ，これらの人びとは， しばしば中心地域
で雇用されており，彼等のもとの古い住宅地かあるいはその近くに住宅を供給されること
によって職場に容易に到達しうる範囲内に引き留められている。さらに，彼等は通常，郊
外からの毎日の通勤費用を支弁しえないばかりか，彼等が都市の外縁部で直面しなければ
ならないより高い家賃と生活費を恐らくは支払う余裕のない階級である。
〔144) 他方，中心地域に居住させるこの方法は，古い都市のコアを特徴ず・ける 1エーカ
ー当りの高い人口密度を維持する傾向をもつ。もしある住宅地から移転させられた多くの
人びとが，スラムの撤去によって利用されることになったその場所に再び住宅が供給され
るならば，そしてもし同時に元の古いものより広々とした形式の開発が保証されるとする
ならば，唯一の方法は水平方式に代る垂直方式．つまりフラット形式の構造物に新たな住
居をあてがうことである。いずれにせよ，非常に大きな都市においては，中心地の用地の
コストは，その方式以外の方法によって労働者階級の住宅を建設するには，その利用を禁
止するほど高いものである。その方法によって土地が集約的に利用される場合ですら，も
し家賃を新しい住居を必要とする人びとの資力の範囲内にとどめようとするならば，建築
費は公的基金から大幅な援助がなされるべきである。議会は，スラムあるいは過密住宅か
ら移転した人びとの住宅需要を充たすために，高価な用地の上に供給されなければならな
い住宅に対して，より高額の国庫助成を認可することによって，この事実を承認した。
〔145) イングランドとウェールズにおける国庫助成の現行レ・ートは次のとおりである。
(a) 高価な用地に建っていない住宅…・・・40年間1住宅あたり年間5ボンド10シリング
（例外の場合6ボンド10シリング）
、(b) 高価な用地に建てられたフラット形式の3階建ないし4階建の建物（つまり開発さ
れた用地コストが1エーカーあたり 1,500ボンドを越すところ）………用地のコストに応
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じて40年間1フラットあたり年間11ボンドから26ボンドまで等級付けされた基準に基づく
援助。
スコットランドにおける助成の基準は，ィングランドやウェールズで適用しうるものと
は幾分異っている。通常の基準は次のとおりである。
3部屋ないしそれ以下の住宅に対しては， 40年の間，年間10ボンド10シリング。
4部屋の住宅に対しては， 40年の間，年間11ボンド15シリング。
5部屋ないしそれ以上の住宅に対しては， 40年の間，年間13ボンド。
(a)スラム撤去地域の住宅， (b)再開発地域の住宅，および(c)大自治都市の地価の高い中心
場所にある借家に対しては，ある種の状況のもとでは，スコットランド保健局が適当と認
めた額の追加資金を支出することが可能であり，それは40年以上にわたって1住宅あたり
最高限15ボンドの追加支出とする。
さらに，国庫助成はイングランド・ウェールズおよびスコットランドの両地方ともに地
方税からの援助によって補完される。
〔146〕 このように，中心場所における住宅供給は，都市郊外における住宅供給よりも公
的基金に対してより大きな負担であることを意味する。現行の住宅法のもとでは，スラム
撤去その他の項目の開発を含めて，その用地費が 1 エーカーあたり 14,000ポンド~当
なロンドン中心部用地の平均コストの概算として取り上げてよいと考えられる一ーにのぽ
る用地に建つフラット費用へ支出される国庫および地方税からの資金援助は， 1フラット
あたり27ボンド（国庫助成18ボンド，地方税負担9ボンド）である。フラットと異なる 1
戸建住宅に対する援助は8ボンド5シリング（国庫助成5ボンド10シリング，地方税負担
2ボンド15シリング）である。 3.5形で利息を計算すると，この援助金の資本価値 capi-
talized valuesは次のとおりである。
40年間年額27ボンド・・・•••…••• • ……….. 576ボンド
40年間年額8ボンド5シリング……...176ボンド
差額・・・・・・・..........................400ボンド
公営事業貸付庁 PublicWorks Loan Boardからの貸付金に支払われる現行レートの．
3%パーセント利息に基づくと，二つのレートの援助金の資本価値の差額は378ボンドで
ある。
〔147〕 合同医療委員会はバーロー委員会への報告において，あらゆる家族に対する庭付
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き住宅の供給を勧告している。フラットの建設に反対する強力な世論集団がある。土地や
建設に含まれる膨大な費用とは別に，フラット形式の建築物の中での生活の幽閉感と騒音
は入居者とくに幼児の健康に確実に悪影響を与えるといわれ，また労働者は庭のもつ利点
とともに一戸建住宅のプライバシーを好むといわれている。疑いなくこの選択は広く行わ
れているが，しかし決して一般的ではない。実際，フラット生活の選択は何人かの人びとに
よって強く支持されている。この問題については，労働組合会議TradeUnion Congress 
を代表して証人に立った G.A. アイザックス氏は， 国会議員および MetropolitanBo-
rough Councilの議員として， また労働組合役員としての公的生活の経験の中で， 人び
との選択には著しい差異があるのに気付いたと述べている。つまり，ある人びとは庭付き
の一戸建住宅を選択したのに対して，フラットを強く希望した多くの人たちがいた。そし
て彼は，人びとが自分たちの住んでいた古い地域のフラットに舞い戻るために一戸建住宅
を手放した多くの事例を知っていた。
〔148) バーロー委員会に提出された証拠は，われわれの見解によると，現在の状況の下
では労働者階級のためにある程度の数のフラットを建設することは大都市においては避け
られない，＇ことを示している。港湾労働者のような夜間ないし不確定な時間の労働者は，
一般的にいって職場の近くで住まなければならない。職場から遠く離れて生活するより
は，スラムや過密住宅での生活に立向うような人たちがほかにも大勢いる。スラムや過密
住宅から移転させられたのち市営のフラットに住んでいる家族が，以前住んでいた環境よ
りもより良好で健康的な環境の利益を有していること，またしたがってその家族が恵まれ
ていることは，一般的にいって真実である。しかし，幼い子供にとってより高層の階での
居住が望ましくないことも，ほとんど疑いえない事実と考えられる。市当局をして，住宅
建設の対象となった人びとの資力を越える家賃を設定しなければならないほど高水準にコ
ストが上昇するのを抑えざるを得なくした強い必然性があったにもかかわらず，市営のフ
ラット形式の建物は，高い水準の設計，建築および設備に特徴を有している。．より近代的
な建築物集団を取り巻いている広大なオープン・スペースは，子供が安全に遊べる場所を
提供していることのほかに，それらが新築される前の古い形の住宅の過密とは全く対照的
に広々とした感じを与えている。しかし，フラットの生活につきものとしての騒音は，依
然として問題であり，われわれはその問題に対して調査研究が行われつつあることを喜ん
で考察する101)。
101)例えば労働者階級向けフラットの建設に関する部局委員会 DepartmentalCommi-
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計画
〔149〕 都市農村計画法のいくつかの局面が，この報告書の後の方で委員会の諮問との関
係で考察される。しかしこの時点では，住宅供給に関するこれまでの議論から明らかになっ
ている都市化の問題のいくつかの特徴を考慮してその課題に言及することが必要である。
「住宅・都市計画等に関する法律」 (1909年）Housing, Town Planning, etc., Act, 1909 
に規定された都市計画に関する最初の条項は， 「現在開発中かあるいは建築目的に利用さ
れているようにみえる如何なる土地についても，その土地およびあらゆる近隣地の設計と
利用に関連して，適当な衛生状態，アメニティおよび便利さを確保するという一般的目的
をもって」，地方計画当局に計画案を準備する権限をあたえた。要するに，「1909年法」の計
画条項は郊外の開発が規制されるように意図されたのである。つまり，その法律は田園地
帯における建物の開発やあるいは既成市街地 built-upareasの再開発の規制を規定して
いなかった。法律のさまざまな変更が大戦に続く何年間かに行われたが， しかし郊外の開
発計画に対する法的規制は，都市農村計画法 (1932年）Town and Country Planning 
Act,1932の議会通過まで依然として続いてきた。この法律のもとでは，既開発か末開発か
を問わず，如何なる土地についても計画案の策定が可能である。
〔150〕 戦争，法律の周期的な変更，この課題の相対的斬新さ，およびその他の諸原因に
よって，過去数年間に至るまでは，公式に承認された計画施策の実施からわかるように，計
画における進歩はほとんどなかった。しかしこの報告書の第8章で示されているように，
計画におけるより急速な進歩が現在進行中であり，将来においては計画は都市の発展と再
開発に益々強い影響をあたえるものと期待できる。これまではその直接的影響は大きくな
かった。さほど重要でないことを別にすると，工業開発や今日この国に存在する 1,200万
戸の住宅建設は，公式に認められた都市計画によらずに遂行されてきた。これは，疑いな
く，大都市においてしばしば見られる新しい工業開発に関連した新規住宅開発の不良分布
maldistributionの主たる理由の一つである。益々多くの地域が公式に認められた計画施
策に規制されるようになるにつれて，新しい都市開発のなかで起っている住宅や工業の不
良分布の危険性は減少に向うであろう。しかし，その地域が，お互に独立した地区の計画
を個別に行っている多数の計画当局の地区へ延びている場合，都市地域の統一的開発のた
めの計画を立案することには特別の困難が起り勝ちである。この困難は地方自治体の構造
tteeの最終報告， および1938年の国立物理研究所NationalPhysical Laboratory 
の報告を参照。
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そのものから起る。というのは，都市農村計画法 (1932年）のもとで計画を立案すること
は地方自治体の一つの職務だからである。それは，イングランドとウェールズにおける特
別市，自治都市，都市地区および農村地区，ならびにスコットランドにおける州および大
規模な自治都市によって独立して実施することができ，また現に実施している一つの職務
なのである。
地方自治体地域
〔151〕 大規模な工業集積が進んでいるあいだに，地方自治体地域のネットワークは，近
年多くの場合境界線にかなりの変更が行われたにもかかわらず，今日のそれとは大変異な
った状態ではあるが前世紀に確立された構造の主要な輪郭を依然として保持してきてい
る。ほんの僅かの例外を除けば，枢要な工業都市は，長い間に大きくなりすぎて地方自治
体単位としての境界線を越えてきた。都市化は，それらの工業都市から絶えずより広い地
域へ，そしてまたその周辺の地方自治体地区のますます多くの地域へ拡延した。グレータ
ー・ロンドンは，ロンドン県域を越えてミドルセックス，•エセックス，ケント，サリーお
よびハーフォードシャの諸州へ拡大している。そして全体で118もの地方当局102)の地域へ
及んでいるが，そのほとんどが地方計画当局である。フォーセット教授 C.B. Fawcett 
によって定義されたマンチェスター・コナーベーションは，ランカシャおよびチェシャの
両州の一部分とヨークシャのウェスト・ライディングの一部分を含んでおり，全体で53の
地方当局（州議会を含む）がその地方自治体の行政に関係を持っている。同様に49の地方
当局がウェスト・ヨークシャ・コナーベーションにおける行政に関係している。それら
は，都市化が地方自治体の境界線を越えて拡大する極端な事例であるが，もっと小規模な
ものでは幾つかのより小さなコナーベーションの場合と同様に，バーミンガム，グラスゴ
一，マーシーサイドおよびタインサイドの各コナーベーションにおいても，同様の状態が
見出されるはずである108)。
〔152〕 当局の数の多さは当局の多様性と関係している。県議会地域への侵害に加えて，
大規模コナーベーションは，その境界内にさまざまな種類の地方当局の地区や地区の一部
102)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ）， p.938, および1931年センサスの
予備報告 pp.63-5. 
103) Geographical Journal, Feb. 1932,pp. lll-2; アレン G.C.Allen, "Industrial 
Development of Birmingham and the Black Country" (1929), pp. 3~5. 
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分を包含しており，グレーター・ロンドンはロンドン県における地方自治体の特殊な構造
によって，他のコナーベーションよりも一層大きな多様性を有している。裁判権 jurisdi-
ctionsの多様性は当局のこの多様性と結びついている。イングランドとウェ＇ールズにお
いては，特別市の議会はその制限地域内で地方自治体による自治制をしいていた。いっぽ
ぅ，他の地域ではある種の機能が県議会によって，また他の機能が自治都市および都市地・
区議会によって，さらにまた他の機能が農村地区議会によって果されていた。スコットラ
ンドにおいては，三つの種類の地方当局一~県議会 County Councils, 都市議会 Town
Councils, 地区議会 DistrictCouncilsがあり，県議会は内陸奥地に対してだけでなく，
ある種の自治都市において特定の目的のために裁判権を行使している。幾つかの当局は地
方法 localActを制定する権限を有している。また他の当局は， 一般の法律であたえ
られた権限以上の権限を何も持っていない。ときには二つの種類の地方当局の裁判権が重
複していることさえあった。一般的にいえば，それぞれのそしてすべての当局は，その近
隣の当局から独立しており，その地区の地方自治体の有権者に対してのみ，その当局が義
務を果すというやり方で責任を負っている。このような事情のもとでは，ある当局が，ぁ
る特定の政策や活動方針に着手するに当って，近隣の人々の利害関係に十分に配慮しない
かも知れなしヽという危険が存在することは避けられない。例えば， 住宅用地は個々の当
局によって，ただその当局自身の必要から選択されているが， しかし若し大地城的観点
regional viewpointに注意が払われるならば，中心部の用地は開発されより大規模かつ
効率的な計画が発展させられたであろうし，建物が重なり合ったり建て過ぎたりする危険
は避けえたであろう。委員会に提出された証拠によれば，境界線の反対側の農地は建築目
的に利用されないであろうという期待をもって，住宅団地のための用地が，北部において
は大都市の境界線上に選定されたのに反して，隣接の責任ある当局は実際にその農地を住
宅地区にしたというのである104)。さらに，地方当局がそれぞれ独立しているために，河
川の汚濁防止に関して，若しその川筋が幾つかの地方当局の地域を貫流しているならば，
一つの川が数多くの裁判に巻き込まれるかも知れない。
もっと大規模な地方当局の問題は第15章で扱われる。
レクリエーション：公共のオープン・スペースと競技場・
(153〕イギリスにおけるより大規模な工業都市の中心部分の建設は，一般にアメニティ
104) リー ズ， p.733, Q. 6219-23. 
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あるいはレクリエーションのための公共オープン・スペースの保存を考慮せずにすすめら
れたが，そこでは現代的基準によって判断すると，それらは通常きわめて不足していた。
これはまた，過去において展望と計画をもたなかったために，現在の世代がそのもとで苦
労している報いの一つである。都市化地域の不断の拡大に伴って，用地の価格は，中心地域
における不足状態の改善に相当大きな前進がなされるのを不幸にも禁止するほどの高さに
まで暴騰していた。全国競技場協会NationalPlaying Fields Associationは，若し団体
競技やその他の競技がなんとか満足させられるとすれば，競技を行うことを望まない人た
ちの娯楽や利用に必要なオープン・スペースを別にして，人口1,000人当り 6エーカーの競・
技場が必要であると判断している。委員会に出された証言によれば，ロンドン行政県には
人口 1,000人当り約1.88エーカーの公共オープン・スペースしかなく，バーミンガムには
3.77エーカー，グラスゴーには2. 83エー カー ， リバプールには2.5エーカー，マンチェス
ターには2.88エーカー，カーディフには1.95エーカー，そしてニューカッスル・アボン・
タインには4.3エーカー存在している105)。そしてロンドン県の公共オープン・スペース地
域のうち，競技場に利用できるのはわずか4分の1ほどであると。しかしながら，それに
加えて，ロンドンにおいては確実に， そして上にあげた他の地区の幾つかにおいては多
分，相当な面積の私的レクリエーション広場が存在している。勿論，行政地域に関連して
作成されたそのような数字は，ある都市と他の都市との比較を目的とするには幾つかの限
界があることを記億しておかねばならない。例えば，とくに近年，その境界線を既成市街
地を遥かに越えて拡大してきた都市は，この事実によって，競技場を含むオープン・スペ
ースの割合が，境界線まで一杯に市街化が進んでいる都市よりも，より高いことを示すで
あろう。しかしながら，これらの数字は，都市と都市の比較を描く目的で引用されている
のではなく，どちらが常識であるかその事実，すなわち一般的にいえば現在では大都市が
まさしく十分なオープン・スペースと競技場を欠いているという事実を示しているにすぎ
ない。自然的健全性 physicalfitnessに対する現在の要求は，一般に都市の中心地域で
最もひどいこの不足状態の改善を求めており，そして再開発を企てるときには，地方当局
が地域の一部を競技に利用できるオープン・スペースとして保持するよう配慮するのが望
しい，と指摘している。ウィゼンショウは大きなオープン・スペースが学校に付置される
ように計画されてきた。この方策は推挙されるべきであり，そしてそのようなオープン・
スペースが放課後には生徒だけでなく，その地方の人々の大人たちによっても利用できる
105)田園都市協会 p.744, par. 51. 
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ようその実現に考慮が払われるべきである。ニュータウンを配置するに当って，人々のレ
クリエーションの必要を満すために適当なオープン・スペースを確保するよう，適切な展
望がなされるべきである。レクリエーション地域の最良に可能な配置の問題にも考慮が払
われるべきである。例えば， レクリニーションの観点からすれば， 50エーカーにただ一つ
ある公園ないし地域よりも， うまく配置された10エーカーごとに五つの公園ないし地域の＇
ある方がより遥かに有効であろう。
煤煙と騒音
〔154〕 煤煙が健康にあたえる悪影響は，イングランド・ウェールズ戸籍本署長官による
証言において強調された106)。都市保健医務官 UrbanMedical Officers of Healthもま
た，彼等が合同医療委員会へ提供した資料の中で，煤煙で汚れた大気と呼吸器疾患との関
係を強調し，彼等のうちの何人かは，都市居住者にまで達する化学線作用のある光線量を
減少させ，その結果くる病の発生を助長している煤煙の影響に言及している。
〔155〕 保健医務官の 1人は， 煤煙の規制に成功しなかったことは， 「現代公衆衛生の大
失敗」であったとさえ述べている。この供述は，煤煙除去の分野で達成された事柄をやや
不公平に扱っているといえよう。というのは，国全体を取り上げてみれば，熱や動力を必
要とする住宅や工場が毎年ますます多くなっているという事実にも拘らず，大気の煤煙汚
染は疑いなく減少しているからである。にもかかわらず，煤煙汚染が多くの大都市で有害
な程度で依然として存在するのは真実である。そして煤煙の悪影響は，けっして健康に限
定されるものではない。霧を媒介にして交通の混乱や事故，遅延を助長するほか，植物の
成長や歴史的建物その他の建物のような建造物にあたえる有害な影響を全く別にしても，
煤煙は国家に対して年間何百万ボンドもの損害をあたえていることは疑う余地がない。
〔156) 騒音に関して，合同医療委員会は次のように報告している。すなわち，委員会の
調査に協力した都市保健医務官のあいだでは，算定することは困難であるが，騒音の影響
は有害であるという完全な意見の一致があったと。人体が環境にどれほど遮応できようと
も，大都市の中心部で絶えず存在する騒音が，毎日騒音にさらされている人々の活力を低
下させないと信ずることは困難である。
106)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 926, par. 47および以下。
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〔157〕 ニューヨーク市の保健コミッショナーによって任命された委員会は， 1931年に騒
音に関する報告書を発表したが，その中で次のような結論が述べられている一o
i)絶えず大きな騒音にさらされている人たちには聴力の減退が起りがちである。
ii)騒音は労働者の生産効率を著しく阻害する。つまり，それは注意力を減退させ仕事
に対する集中力をも困難にする。
ii)騒音の影響を克服しようとして大きな緊張が神経系統に起り，神経衰弱的 neuras-
thenicおよび精神衰弱的症状 psychasthenicstatesを招く。
iv)たとえ一部の人々が耐えうるとしても，・騒音は睡眠を著しく防害する。
v)絶え間ない大きな騒音によって，幼児や児童の正常な発育が著しく阻害される。
〔158〕 不幸にも，工業生活と関連のある騒音が減少しているという証拠は何もない。し
かしながら，啓発された都市計画や地方分散によって，人々を騒音の影響から大いに保護
できるこ、とは何の疑いもないであろう。同じことが煤煙についてもいえる。しかし，煤煙
も騒音も地方自治体の境界線とは何の関係もない。そして若し最大の利益が計画すること
から引き出せるのであれば，計画の策定は工業集積地城とその周辺の農村圏の全城を考慮
して掏信しなければならず，現行の地方自治体構造のもとでその地域が地方自治体の目的
のためにしばしば分割されている専断的区域arbitrarydivisionsにとらわれて推進して
はならない。
都市あるいは地域の工業的性格の影響
〔159〕 住宅用地での家屋の密集と住宅内での人間の混雑はイギリスの全地域にとって共
通の害悪である。それらは北部の大都市と同様に南部の大都市の衛生に悪影響をあたえて
いる。住宅と人間の最もひどい混雑の幾つかは，南部の諸都市にみられる。しかし，これ
らの都市の死亡率は一般に北部の諸都市の死亡率よりも良好である。イングランドおよび
ウェールズの南東部，東部，南西部およびミッドランド地域内に位置する37の特別市のう
ち， 35の特別市107)が， 1931-34年の期間において，特別市全体の平均死亡率すなわち
i,oo人当り 10.9人（標準化された）を下回る死亡率であった。イングランドおよびウェ
ールズの残余の地域（すなわち北部地方とウェールズ地方）における46の特別市のうち，
107)特別市平均を上回る死亡率をもつ 2都市はダドリー Dudley(11.3) とストーク
Stoke (12. 2)であった。地域 regionは戸籍本署長官によって区画されたそれで
ある。
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わずか9つの特別市が10B)特別市平均を下回る死亡率であった。 1931年ー34年において大
規模自治都市全体の平均，すなわち 1,000人当り 12.2人（標準化された）を上回る死亡率
を持つスコットランド有数の大規模自治都市は中西部地域109)にあった。
〔160〕 疇がより優れた記録を有しているという事実は，ある都市の緯度がその都市の
住民の健康に影響をあたえる可能性を暗示している。つまり，南部の都市が明らかに有し
ている利点はそれらの都市が恵まれているわずかに優れた気候のせいであろうという可能
性を暗に示している。しかしながら，委員会に提出された医療証拠は，そのような仮説110)
に対してほとんど支持をあたえていない。
〔161〕 イングランド北部とスコットランド中央部の諸都市の工業的性格は，気候よりも
より遥かに重要な影響を及ぽしているように思われる。煤煙を発生させる重工業ないし織
物工業のほとんどが立地しているのはこれらの諸都市であった。委員会に提出された統計
は，煤煙による大気汚染と北部の諸都市の過度の死亡率との相関関係を立証するだけでな
く，煤煙を発生させる重工業ないし織物工業が健康にあたえる有害な影響は過去20年間に
減退してきたけれども，それらの影響は依然として非常に強大であることを示している，
ようにみえるIll)0 
〔162〕 同様に，大戦以来失業に最もひどく犯されてきたのは北部およびウェールズの諸
都市である。失業保険，失業補助金および公的社会事業の改善と拡大全般を通じて，失業
が労働者やその扶養家族に及ぼす悪影響を軽減するために多くのことがなされてきた。し
かし，如何なるものも常勤雇用 regularemploymentに取って代ることはできない。そ
して，広範囲におよび長期化した失業あるいは不規則な雇用が，生活水準を極端に引き下
げ当事者や関係地方の健康水準の低下を必然的に招くような心理的反応を示すに違いない
108)すなわち， ブラックフ゜ ルー Blackpool(10. 5), カー ライ 1v,Carlisle (10. 8), ダー
リントン Darlington(9. 8), ドンカスターDoncaster(9. 3), ロザラムRotherham
(10. 5), シェフィールド Sheffield(10. 5), サウスボート Southport(9. 6), ワラ
シー Wallasey(9. 7), ョー ク York(9. 7). 
109)その自治都市はエアドリー Airdrie(12. 4), コートプリッジ Coatbridge(13.1), 
グラスゴー Glasgow(13. 2)およびグリーノック Greenockq2. 7). 
110)保健省 p.957, par. 39. 
111)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 926, par. 47および以下。
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ことは，疑う余地がないであろう。イングランドおよびウェールズの特別市が工業を基準
にして分類される場合112>' 1931-34年の期間における最大の死亡率が次のごとくであっ
たとみられることは，この関係においては恐らく重要である。
第10表
1平1（,標均00準死0人化亡当さ率りれ年た間） I幼出生児死1,亡00率0人当り
i) タインサイドおよびダラム臨海特別市 I 1. 9 ,. 86 
ii) 大多数の男性が織物工業で働いている特別市I 11.8 I 74 
ii) 南ウェールズの特別市 I 1. 3 I 78 
イングランドおよびウェールズの全地域 I 9.7 I 64 
〔163〕 これらの都市のほとんどは工業的には不況地域depressedarea内に位置し，そ
の数字は不況が最悪の状態にあった時期に関係している。したがって，諸都市のかなり悪
い記録はそれらの事実に基づいていたのだということが暗示されている。しかし公式調査
の結果はそのような結論を支持していない。最近，保健省の支援の下で，不況地域に特に
関連して都市死亡率の動向調査をおこなったある調査官は，次のように報告してきた。す
なわち「不況地域における如何なる死亡率の悪化も1929-33年の産業不況のせいにするこ
とは適当ではない」。また「イングランドおよびウェールズ全体と比較する場合でもある
いはこの国の他の地域と比較する場合でも，これらの地域は確かに過度に高い死亡率を有
しているが，この過度の高さは不況の年に特有のものではない。それは少くとも過去20年
間にわたって不況地域の変らざる特徴であった」。113)
その調査の結果やパラグラフ〔162〕であたえられた数字は，都市が重工業に依存すれ
ばするほど，その都市の死亡率はますます満足度の低いものになる傾向を示しているよう
に思われる。
112)前掲書 p.948, Table C. 
113) , レイス・ファ：：：ング博士 E.Lewis-Faningにより， とくに「不況地域」に言及し
て書かれたイングランドおよびウェールズの都市コミュニティにおける死亡率の動
向に関する研究を参照。また現在の経済的環境がサンダーランドの特別市およびダ
ラム州のある種の地区のコミュニティの健康に与える影響に関する調査報告をみよ。
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若干の一般的考慮事項
〔164〕 本報告書当部 (PartII)のこれまでのパラグラフは，この国の大都市ないし特定
地域における産業およぴ産業人口の集積と関係のある社会的性格の確実な不利益について
取り上げている。しかしながら，同報告書のパラグラフ〔13〕において述べられているよ
うに，若し何らかの付随する利益が同じように考慮されないならば，不利益は正当に評価
され得ないし，そして委員会に提出された証拠も，大都市においては不利益をある程度相
殺するような社会的利益が生ずることに，ほとんど疑問をいだいていない。大都市は，社
会事業の大規模かつ急速に進展する改善の先溝者になってきた。より優れた医療サービス
や社会事業施設を保有するほかに，過去においてはしばしば不十分ではあったが，下水道
や汚水処理，水の供給，およびごみの回収と処理のような環境衛生サービスが，現在では一
般的にいって小都市を以ってしては越えられないような効率水準にある。実際，集積した
人口は，ガスや電気の供給，浴場や洗濯所のごとき他のサービスとともに，それらのサー
ビスの提供を，人口の分散した地城社会114)におけるよりも， より効率的であるばかりで
なくより経済的にも享受することができる。衛生サービスのかなり高い効率水準が，大都
市単位における適度に満足な健康状態を維持するのに必須の条件であることは真実であっ
て，この事実は大規模単位が一般にそのサービスの効率において有している利益を減ずる
ものではない。
〔165〕 より大きな集合体はより遥かに大きな課税価値のあることを示しており，財政的
にはそれより小さい都市よりも行届いたサービスを提供する状態にある 115)。小都市は大
都市よりも倹約的な行政を行うことができるとしばしばいわれる。だがこの主張を証明す
る如何なる試みもまず最初に次のような困難に直面する。すなわち，同規模の都市のあい
だにおいても，都市自治体サービス municipalserviceの水準に格差があったり，また
都市の性格（例えばそれが歓楽地であるかあるいは工業中心地であるかといった）や都市
の位置というような他の多くの理由によって，コストに大きな差異が起りうるから，比較
を行う場合の科学的基準が適用し難いということである。その種の影響が最も少ないもの
として選ばれたある種のサービスのコストについて検討が行われる場合でさえ，その主張
を実証したり，あるいは都市自治体サービスのコストの観点から都市には最適規模が存在
114)保健省 p.37, par. 30 ; スコットランド保健局 p.25, pars. 24-6 ; 電力委員会
p. 127, par. 55 ; ロンドン県鏃会 p.391, par. 79, p. 393, Q. 3266-7. 
115)ロンドン県厳会 p.391, par. 79. 
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する116)ということを示す，のは困難である。いずれにせよ，吟味すべきはコストではな
く効率の問題である。下水管や汚水処理場の完全な施設を有する大都市における汚水処理
は，排水設備を全く持たない農村地域におけるよりは明らかに多くのコストがかかる；し
かし，完全な施設が費用を投ずるに価しないという証拠は何もないのである。
〔166〕 人口集積から生ずる利益は他の方面においてもきわめて明白である。初等教育や
より高等の教育および技術教育においても同様に，大規模な集積は，小都市が大規模単位
の一部を構成するのでなければ，その小都市よりもより変化に富んだ，より効率的な，そ
してより容易に利用できる設備を提供することが可能である。教育機会や娯楽機会は一般
に，いろいろな種類の学校や学寮，博物館や美術館，劇場や映画，クラブや講演会および
社会的交際によって示されるように，人口集積の大中心においてより高度に発展させられ
ており，その人口集積の大中心が利益を地域社会のあらゆる階層の人々にさまざまな程度
でもたらす一つの要因になっている，といっても過言ではない、。これらの機会がどの程度
存在するかは，当然都市の規模やその活動の多様性によって異なるであろう。映画館より
も劇場を維持する方がより多くの人口を必要とする。広範囲で魅力のある博物館や美術館
は，大規模単位の人口との関連においてのみ，十分効果的に提供されうるのである。大学
についても同様のことがいえる。最近のあるアメリカ当局は，アメリカの現在の文化水準
では一つの大学を維持するのに百万の人口が必要である，という見解を述べているll7)a
〔167〕 時折いわれることは，大規模な混雑した市の住民は充実し均衡のとれた生活の機
会を失っていること一ーとくに田園地方への接近が困難であるために，彼等は農村環境と
自由に接触しようとする刺戟をしばしば奪われていること，そして彼等が，もっと小規模
な都市で見出される活気ある地域社会の都市生活や市民感情および誇りを失つていること
である118)。これとは対照的に，より大きな単位（大都市）は，商工業においても同様に，
より広範なそしてより多様化したあらゆる種類の雇用をしばしば提供しているといえよ
う。これらの事実を述べることは，もちろん大都市にすべての人口が集中することを勧め
116)保健省 p.153, Q. 1648-9. 
117) ルイス・マンフォード著，生田勉• 森田茂介訳「都市の文化」 1938年， p.487. (原著）
118)保健省 p.38, par. 31 ; ロンドン県議会 p.391, pars. 79 arid 84 ; および p.419, 
par.122; 都市計画研究所 TownPlanning Institute, p. 589, par. 25; 田園都市
協会 p.744, par. 52. 
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ているのではない。第13章で強調されているように，大都市と小都市の両者に．とって，国
民生活に一つの場所が存在するのである。
ロンドン
〔168〕 グレーター・ロンドンの膨大な規模，および広範囲にわたるグレーター・ロンド
ンとその周辺都市域の絶えざる急速な成長は，社会的観点からみて特殊な問題を引き起し
ている。集積の全般的諸問題やそれを相殺する諸利益は，首都Metropolisの場合に高度
に強調されて現われる傾向をもっている。大戦以来すでに実施されてきたスラム撤去や住
宅再建の広範な施策にもかかわらず，首都には依然として非常に多くの不良住宅が存在し
ている。首都はこの国でも最悪の過密の幾つかを背負っており，この点でそれに最も近い
競争相手がダラム州の幾つかの地域にあった119)。交通がその道路にあたえる圧力は長き
にわたって主要な問題になってきた。中心地における土地の価格は地方の大都市では到達
されない高さにまで達しており， その結果公的改善事業全体をより高価なものにしてい
る。多くの公共的な公益企業をのぞく 118もの多くの地方当局が， その地方自治体にか
かわりをもち， 公共サービスの提供に関与している。すなわち，地域全体の諸問題と開
発に対して統一的見解を適用するような公式の組織体一ー地方計画常任会議 Standing
.Conference on Regional Planningを別にすれば一ーは何も存在しないのである120)。
〔169〕 他方，ロンドンの交通混雑は他の地域よりも更に激しかったから，鉄道，道路，
海上および空の交通機関は一様に，どんな地方中心地を以ってしても比べものにはならな
かった。ロンドン・コナーベーションの一般死亡率および幼児死亡率は，イギリスの他の
大コ•ナーベーションのうちのいずれの死亡率に比べても極めて良好である。ロンドンの医
療サービスは他のいかなる地城によっても凌駕されていない。教育機関についても同じこ
とがいえる。ロンドンには娯楽とレクリエーションの場が無数に存在している。ロンドン
の公園—~主として王冠（王室）と結びついているが故にロンドンヘやってきた一ーは有
名である。ロンドンの科学・教育機関の多くは世界中の評判になっている。
〔170) これらの利益の大部分は，ロンドンがこの国の首都であるというその地位によっ
119)保健省第18年次報告書 p.112. 
120)ロンドン県議会 p.423, Q. 3560-5 ; 保健省第19年次報告書p.119. 常任会議はロ
ンドン交通地域 LondonTraffic Areaを管轄している。
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て，またこの国の他の地域を犠牲にして，ロンドンヘもたらされているが，それは，かな
り多数の制度やアメニティが全国的性格をもち，国家的基礎 nationalbasisによって融
資されているからである，ということに気付くであろう。例えば，その公園，博物館およ
び美術館の維持や保存は，純粋にはロンドンの責任ではなく，その経費は主として国庫か
ら支出されている。これらの考慮事項を別にしても，ロンドンの問題と他の大中心地の問
題を区別する明確な特徴が他に存在している。
〔171〕 グレーター・ロンドンに収容されているように， 1地域における全国人口の大部
分の集積や，最も優れた工業的，金融的，商業的および一般的能力の首都ロンドンヘの牽
引は，この国の他の地域にとっては深刻な流出を意味する。委員会に提出された証拠にお
いて，主導権が，地方の社会的，文化的，’および市民的生活を犠牲にして，ますますロン
ドンヘ集中してきていることが示唆された121)。野外のレクリエーションや田園との接触
の可能性は， リーズないしマンチェスターのごとき中心地におけるよりは？ロンドン県と
くに首都圏内部の特別市における方がより遥かに制約されている。ロンドン中心部の居住
者は，何らかの田園アメニティを確保するには10マイルないしそれ以上の旅行をしなけれ
ばならない122)。 ロンドン県から外側への不断の都市化の拡大は， 現在すでに巻込まれて
いる極めて重大な交通困難を助長する一つの主要な要因である。 • 
委員会に提出された証拠において，ロンドン県議会は次のように指摘している。すなわ
ち，県議会の見解では，グレーター・ロンドンは，適正な計画原理からしてもあるいはロ
ンドン県の人々の利害においても，望ましい規模よりすでに大きくなりすぎていると。
社会的不利益に関する一般的結論
〔172〕 大都市あるいは特定地域における産業および産業人口の集積は，若し常に都市な
いし地域がうまく計画されるならば，他地域で経験されるよりも高い死亡率や，あるいは
その他の社会的不利益を恐らく引き起さなかったであろう。しかし不幸にも，イギリスに
おける工業の集積している既存の大都市ないし地域はうまく計画されておらず，そしてそ
の住民が不良住宅，レクリエーション用地の不足，交通困難，過密，煤煙と騒音によって
ある種の不利益を蒙っているのはその理由のためである。不満足な経済事情によって大都
市の場合にしばしば目立つこれらの不利益は，都市開発が過去において推進され，そして
121)サイモン卿 E.Simon*. またロブソンを参照のこと。 p.790, Q. 6562-4. 
122)ロンドン県議会 p.419, par. 122. 
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次の点で特徴ずけられてきた，出鱈目なやり方の結果であるる。
(a) 普請（立付）が悪く無計画な建築が行われた過密の内部地域 innerareas 
(b) ますます過密化する商工業の発展とその結果としての都市の中心地における土地の
住宅から商工業への転換
集積の不利益は，優れた計画によって緩和ないし大幅に軽減することができる。
〔173〕 内部地域における商工業の集積の増大は，しばしばこれまで住宅目的に利用され
てきた土地を商工業の目的に利用することを意味9し，こうして内部地城で雇用される労働
者の多くは，自分たちの職場からますます遠く離れて住むことを余儀なくされる。このよ
うにして，産業人口の労働日は職場への通勤に要する時間の増加によって人為的に引き延
ばされ，実質賃金は毎日の長距離通勤の費用によって減少させられ，また激しい交通困難
が生み出された。他方では，これらの人々は，恐らくより高い価格ではあるが，彼等が以
前に享受していたよりはより優れた住宅事情の利益を有しており，そして郊外地域におけ
る公衆衛生の状態は中心地域のそれよりも一般に良好である。
〔174〕 内部地城に依然として居住している労働者階級の住宅事情は，スラムの撤去，過
密の緩和および住宅の再開発によって改善されつつある。すなわち，全ての既存住宅の 3
分の 1は，過去20年間に建設されてきたものである。非常に大きな都市においては，中心
地における建替え宿舎の供給は，実際には，宿舎＿あるいはその大部分ーーがフラット
式建物のなかで行わねばならない。ある種の医学的見解によると，フラットは家庭生活に
とって一戸建住宅よりも満足度が低い。そのうえ，中心地のフラットに再び住わせること
は，郊外の一戸建住宅に再居住させるよりも，公的資金 publicfundに対してより遥か
に高い負担をかけることになる。しかしながら，中心地域における仕事の性格がその職場
の近くに居住することを必要不可欠にしているような人々に対して，彼等が必要とする宿
舎を供給している現状においては，それは唯一の現実的な方法である。若し大都市の中心
地における商工業の集積が依然として成長を続けるならば，それらの中心地の雇用にとっ
てはもっと多くの労働者が必要となるであろう。これらの追加労働者は，その周辺地域に
居住しなければならないであろうし，そしてそれによって，すでに述べた現在の交通その
他の諸困難を一層激化させるであろう。
〔175) 社会的即童さ，教育機会，および地域社会生活 communallifeにとって人間本
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来の欲望の満足といった観点からすれば，大都市は疑問の余地のない利益と魅力を持って
いる。ロンドンは，他の大都市に比べて，これらの快適さを極端に示しているが，ロンド
ンの生活に不可避的に結びついた社会的不利益もまた一層目立っている。ロンドンは産業
でも人口でもこの国の他地域に対してよどみのない排水管 continualdrainとしての役
割を果しており，多くの証拠が，ロンドンはすでに大きくなりすぎているという事実を指
摘している，
指摘された政策の方向は次のように考えられる。
(1) 必要なところでは，過密都市域の不断かつ一層の再開発， うまく計画された都市
が提供できるような利益の保持には十分な考慮が払われること，およびこの国の文
化的自然的特質は可能なかぎり増大させる。
(2) 産業および産業人口をそうした過密地域から分散 decentralisationおよび拡散
dispersalさせること128)。
(3) ロンドンの一層の成長に対して可能なかぎり防止措置をとること。 （以下次号）
123)この報告書のあちこちで使用されている分散 decentralisation という用語は， 比
較的限られた地域への産業ないし人口の拡大を意味する。拡散 dispersalはより遥
かに広い地域への拡大を意味している。
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